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使用済み製品の回収からリサイクルまでには，排出量の急激な増加やリサイクル製品の需要減少といった変動
リスクが存在し，使用済み製品の未回収，不法投棄などの問題を引き起こしてきた．本研究では，使用済み製
品が回収，集荷，リサイクルへと流れていく過程において，集荷を行う問屋が市場を通じて回収業者から使用
済み製品を購入する市場回収システムと，回収業者を通さないで問屋が回収を行う直接回収システムの２つの
回収システムにおいて，変動リスクに対する使用済み製品の在庫量および総回収量の反応を明らかにする．そ
の結果，排出源から一方的に供給される硬直的回収量が多い場合は直接回収システムの方が在庫を持ちやすく，
少ない場合は市場回収システムの方が在庫を持ちやすいことがわかった．また，市場回収システムよりも直接
回収システムの方が，需要変動や，硬直的回収量の変動に対して総回収量が大きく変動する傾向があることが
明らかになった．さらに問屋よりも回収業者の方が十分に低コストで回収可能な場合には，市場回収システム
において，より多く，かつ変動リスクに対してより安定した回収ができる可能性があることが示された．
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1. はじめに

(1) 背景と目的

使用済み製品の排出量の変動がリサイクルに与える

悪影響が古くから指摘されている．例えば 1997年の日
本においては古紙の供給が増加した一方で需要が増え

なかったため，古紙が逆有償化し，回収されない古紙

が増えた．Stromberg13)はシアトルにおいて廃プラス

チックは代替的なバージン財と比較して価格変動が大

きく，この価格変動がｓｓ収量やリサイクル活動に悪

影響をもたらすことを示した．また Lavee et al5)が使
用済み製品の価格変動が大きいほど，自治体がリサイ

クル活動に移行するタイミングが遅れることを示した．

こうした価格の変動の要因として，大窪ら17)によって

示されたように，使用済み製品は消費者や企業などの

排出源から一方的に供給されるため回収業者が自由に

調整できない硬直的な回収量の存在が挙げられる．こ

の硬直的な供給量は多数の消費者から排出され，景気

などの様々な要因に影響されているため変動している．

そのため，回収業者がこのを事前に把握するのは困難

であり変動リスクとなっている．資源をより有効に活

用するためには，使用済み製品の硬直的な回収量と，そ

の変動に対して，頑健な回収システムを構築する必要

がある．

使用済み製品の回収システムに関する研究として，

図–1 市場回収システムと直接回収システム

　

Savaskanら10),11)による研究があげられる．Savaskan
による一連の研究では生産者，小売業者を考え，どの

ような回収システムが望ましいかを調べている．これ

らの研究において，使用済み製品の確率的な変動など

の動学的性質について着目したものは数少ない．その

理由の一つとして，使用済み製品からのリサイクルに

よって作られる原材料の重要生が低いものを対象とし

ていたためであると考えられる．今後，希少資源や枯

渇性資源の価格の上昇などの要因によって，リサイク

ルの重要生の高まりが予想される中で，企業が原材料
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を安定的な確保のためにも，リサイクルの回収システ

ムの動学的性質を把握する必要があると考えられる．

本研究では，古紙や鉄スクラップなどの多くの使用済

み製品に見られる２種類の回収システムを取り上げ，回

収システムごとの動学的性質を明らかにする（図–1）．

回収システムは，在庫を持たない回収業者が使用済み

製品の回収を行い，問屋に供給し，そこから問屋が集

荷してリサイクル企業に販売するという市場回収シス

テムと，問屋が回収業者を通さないで直接，回収を行

う直接回収システムを考える．また問屋や回収業者が

自由に調整することができる自発的な回収量と調整で

きない硬直的な回収量の２種類を考え，変動に対する

総回収量（自発的回収量と硬直的回収量の合計）の反

応が２つの回収システムで，どのように異なるのかを

明らかにする．また市場回収システムにおいては回収

を専門とする回収業者が存在することから，問屋より

も低コストで使用済み製品を回収できる場合に，２つ

の回収システムの動学的性質がどのように異なるのか

を明らかにする．

本研究で提案するモデルは農産物の生産量の変動，

在庫，価格との関係を分析するための Competitive　
Storage 　モデルを拡張したものである．農産物は作
付けから収穫まで多くの時間を費やし，その間に天候，

作物の病気などの影響を受けるため，事前に計画した

作物がとれるとは限らず，確率的に変動している点が

使用済み製品における硬直的回収量の供給構造に似て

いるからである．Competitive Storage モデルを使用し
た代表的な研究には，Samuelson9)， Scheinkman and
Schectman12), , Wright and Williams16) Williams and
Wright14), Wright16),Deaton and Laroque3),4), Cham-
bers and Bailey1)，Routledge8), Osborne7)があげられ

る．これらの研究は農産物の実データに見られる価格

変動と，生産量の確率的変動，在庫との関係の分析を

主として発展してきた．本研究では，これらの中でも

Deaton and Laroque3)によって提案されたモデルに，硬

直的な回収量と，回収業者または問屋が自由に調整可

能な自発的回収量の２種類の回収量がある場合に拡張

して用いる．また，本来，Competitive Storageモデル
は在庫を持つ主体のみが分析対象であるが，本研究で

は回収業者と問屋との相互関係を捉えることが可能な

モデルへと拡張する．

本稿では，まず 2章において市場回収システムにお
ける回収業者，問屋の各主体の行動を定式化する．続

く第 3章において問屋が回収，集荷を行う直接回収シ
ステムを定式化し，第 4章では，これら２つの回収シ
ステムにおける在庫方策，総回収量などの動学的性質

を数値解析によって明らかにする．最後に第５章にお

いて結論を述べる．

2. 市場回収システムの定式化

(1) モデルの枠組み

本章では，市場を通して使用済み製品を回収する市

場回収システムの定式化を行う．本モデルでは回収業

者と問屋がそれぞれ代表的一社だけ存在し，離散時間

の中で無限期間に渡って行動する．回収業者は市中に

排出された使用済み製品を回収し，問屋の買入れ市場

において供給者として行動する．モデル全体の枠組み

は図–1のようになる．

本研究ではサプライプッシュ型の供給構造を性質の

異なる二種類の回収量によって表現する．一つめは，回

収業者が買入れ市場の状況に応じて決めることができ

る自発的回収量とし，t期の値を xm
t とする．２つ目は

行政回収や資源回収サービスなど回収業者の意志によっ

て自由に調整することができない硬直的回収量を考え，

zg
t で表す．硬直的回収量として，例えば，1997年の雑
誌古紙の逆有償化により市中の古紙が回収されなくな

るのを防ぐために行政が補助金を出すなどして古紙の

回収量を維持し，古紙価格が下がっても古紙の回収量

はほとんど減少しなかった．古紙をはじめとした使用

済み製品は回収されないことによって外部不経済が発

生するため，市場価格が低下しても行政などが回収量

を維持しようとする．そのため，たとえ市場回収シス

テムにより回収されていたとしても，市場メカニズム

によらない回収が行われることが数多く見られる．本

研究ではそのような市場によらない回収を市場価格に

対して硬直的という意味で硬直的回収量とする．また

硬直的回収量と自発的回収量を合計したものを総回収

量とする．

硬直的な回収量は，排出源から一方的に排出される

ため，回収業者では調整できない外生的な変動が生じ

る．そこで硬直的回収量 zg
t は，外生的に変動 (以下，排

出量変動)しているものとし，回収業者および問屋は t

期の期初に正確な硬直的回収量が明らかになると仮定

する．

問屋は，買入れ市場と販売市場で同時に取引を行う．

買入れ市場は問屋が買入れ価格を決める需要独占市場

とする．これは回収業者に比べて問屋は少数，大規模

であり市場支配力が強い点を考慮している．回収業者

から買入れた使用済み製品の一部は，販売市場におい

て当該期に問屋からリサイクル企業に販売される．こ

こで，国内の市場価格と輸送費用を除いた海外の市場

価格が同一であるとし，国内と海外の販売市場を区別

せず，一つの販売市場で取引されるとする．当該期に

販売されなかった分は在庫として問屋が保管する．問

屋の在庫に関する意思決定は，販売市場における現時

点での価格と将来の期待価格を下に合理的に行われる
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とする．ここで販売市場は競争的な市場であり，問屋

は価格受容者として行動する場合を考える．また，販

売市場におけるリサイクル企業の需要は，景気や流行

などの外生的な要因の影響を受け，確率的に変動する

場合を考える．

(2) 回収業者の行動

t期において回収業者は，使用済み製品を問屋に販売

することによって得られる収益と発生源に回収サービ

スを提供することによって得られる収益の和から，回

収費用 C(xm
t )を差し引いた利潤 πc

t を最大化するよう

に自発的回収量 xm
t を決める．具体的には，回収業者は

買入れ価格 pgm
t を与件とし，自発的回収量 xm

t を制御

変数として利潤を最大化するものとし次のように最適

化問題 [M-C]として定式化する．

max
xm

t

πc
t ≡ pgm

t Xm
t − C(xm

t ) (1)

ただし，

Xm
t ≡ xm

t + zg
t (2)

C(xm
t ) ≡

c1

2
(xm

t )2 (3)

ただし c1 はパラメータである．　式 (2)のXm
t は総回

収量とし，自発的回収量 xm
t と硬直的回収量 zg

t との和

とする．式 (1)の第１項は回収量の性質に関わらず同一
の価格で問屋が買入れたときに回収業者が得る収益を

示している．右辺第 2項は回収費用であり，自発的回
収量に関して費用が逓増するものする．これは発生源

や行政からの依頼による硬直的回収 zg
t は回収場所が明

確であるのに対して，市中を巡回することによる自発

的な回収は回収量 xm
t が増えるに従って追加的な使用

済み製品を見つけにくくなると仮定している．使用済

み製品は回収業者の意志ではなく，家計の消費行動な

ど外生的な要因によって発生すると考え，硬直的回収

量は確率的に変動すると仮定する．ここで，回収業者

は t期の期初に初めて正確な t期の硬直的回収量を知る

ことができ，t + 1期以降については確率的に把握して
いるとする．

最適化問題 [M-C]から得られる t期の総回収量 Xm
t

は，

Xm
t =

pgm
t

c1
+ zg

t (4)

となる．式 (4)から買入れ価格 が 0の場合でも，硬直
的回収量 zg

t が十分に多ければ，問屋への供給量が 0に
ならないという使用済み製品特有の現象を表現するこ

とができる．また回収費用のパラメータ c1が大きくな

るほど回収費用は逓増しやすくなり，総回収量は減る

ことがわかる．

図–2 外生変数の決定と意志決定のタイミング

　

(3) 問屋の行動

問屋は期待利潤の割引現在価値を無限期間にわたっ

て合計した値を最大化するように買入れ価格，期末在

庫量を決める．問屋の利潤は，使用済み製品の販売に

よる収益から買入れ費用と在庫費用をひいたもので定

義される．販売市場は完全競争市場であり，問屋は販

売価格を与件として行動する．また t期において問屋

は期初在庫量 Im
t−1 と t期の期初に既知となる排出量変

動 zg
t を与件とした上で意思決定を行い，以下の最適化

問題 [M-W]を解く．

V (prm
t , Im

t−1, z
g
t ) =

max
pgm

t ,It

Et

∞∑
τ=t

βτ−t{prm
τ Y m

τ − pgm
τ Xm

t − cIm
τ } (5)

subject to

Y m
t = Im

t−1 + Xm(pgm
t , zg

t ) − Im
t (6)

Im
t ≥ 0 (7)

ここでEt[·]は，t期の期待オペレータ,βは割引率 (0 <

β < 1)であり，cは期末在庫量の１単位の保持にかか

る在庫費用を表す非負のパラメータである．式 (5)の
右辺第１項は問屋がリサイクル企業に使用済み製品を

販売することによって得られる収益を表し，t期におい

て販売価格 prm
t に販売量 Y m

t をかけたものである．右

辺第２項は買入れ費用を表し，前節で導いた式 (6)の
買入れ量に買入れ価格をかけた値である．右辺第三項

は在庫費用を表し，t期の期末在庫量に対して線形の在

庫費用を考える．式 (7) は t 期における問屋の販売量

Y m
t が t 期の期初在庫量に t 期の買入れ量を足した値

Im
t−1 + Xm(pgm

t , zg
t )から，t期の期末在庫量 Im

t をひい

たものである．式 (7)は期末在庫量に関する非負制約で
あり，Im

t = 0のときには在庫切れが生じ，超過需要分
は販売できないとする．

以上から，本モデルにおける t期の回収業者が自発的

回収量 xm
t ，問屋が買入れ価格 pgm

t ，期末在庫量 Im
t を

決定するタイミングと硬直的回収量 zg
t と販売価格 prm

t ，

および需要変動 zr
t が既知となるタイミングをまとめる

と図–2のようになる．図１は t期の期初に既知となる

外生変数を与件として，回収業者と問屋の制御変数が

決まり，期末在庫量が t + 1期の外生変数となることを
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意味している．このとき t + 1期の販売価格，硬直的回
収量は未知であり，t + 1期の期初に初めて既知になる
ものとする．

問屋の最適化問題 [M-W]について買入れ価格 pgm
t に

関する一階条件より，

pgm
t =

1

2
(prm

t − c1z
g
t ) (8)

となり，t期における最適な買入れ価格が求まる．式 (8)
より，硬直的回収量が多いほど，回収費用 c1が高いほ

ど買入れ価格が下がることがわかる．式 (4)，(8)より，
販売価格と総回収量との関係は，

Xm
t =

1
2
(
prm

t

c1
+ zg

t ) (9)

となる．すなわち，販売価格が高く，硬直的回収量が多

いほど総回収量は増えるが，回収費用の増大に伴って

減少する．

　次に問屋の最適化問題 [M-W]から，期末在庫量に関
する一階条件を導出する．最適化問題 [M-W]から相補
性問題として次の条件式を導くことができる．prm

t > βEt[prm
t+1] − c if Im

t = 0

prm
t = βEt[prm

t+1] − c if Im
t > 0

(10)

式 (10)は，t期において１単位の使用済み製品を cだ

けの費用をかけて期末在庫として次期に販売したとき

の期待収益が，t期の販売価格より小さければ回収した

全ての使用済み製品を販売し，そうでなければ期末在

庫として保持するという行動を表している．ここで t期

における問屋の販売量 Y m
t と販売市場における需要の

変動 zr
t を変数とした需要関数 P rm(Y m

t , zr
t )によって

販売価格が決まると仮定すると，式 (10)は，P rm(Y m
t , zg

t ) > βEt[P rm(Y m
t+1, z

g
t+1)] − c if Im

t = 0

P rm(Y m
t , zg

t ) = βEt[P rm(Y m
t+1, z

g
t+1)] − c if Im

t > 0

(11)

となり，式 (11)は販売市場における均衡条件式となる．
ここで需要関数を次のように仮定する．

prl
t ≡ P r(Y l

t , zr
t )

= dr
0 − dr

1Y
l
t + zr

t (12)

ただし，d0,d1は非負のパラメータ, 添字 lは l ∈ {m, d}
であり，市場回収システム (l = m)か次章で説明する
直接回収システム (l = d)かを示すインデックスであ
る．ここで，価格の単位で表されている販売価格変動

zr
t が，販売量に換算したときにどれくらいの需要変動

に相当するのかを示すために，zr
t を

zr
t ≡ d1ϵ

r
t (13)

とおく．

式 (6),(8),(12)を式 (4)に代入すると，総回収量

Xm
t =

d0 − d1(It−1 − It) + c1z
g
t + d1ϵ

r
t

2c1 + d1
(14)

が求まる．式 (14)より，t期の硬直的回収量，需要変

動が大きい程，総回収量は多くなることがわかる．式

(12), (14)を式 (15)に代入し，整理すると次のような
相補性問題を導くことができる．Am > sm

t − Im
t − βEt[sm

t+1 − Im
t+1] if Im

t = 0

Am = sm
t − Im

t − βEt[sm
t+1 − Im

t+1] if Im
t > 0

(15)

ただし，

Am ≡ (1 − β)
d0

d1
+ (

1
d1

+
1

2c1
)c (16)

sm
t ≡ Im

t−1 +
1
2
zg
t − ϵr

t (17)

とおいた．式 (15)からは t期の均衡在庫量を求めるこ

とができる．sm
t は t期の期初在庫量に硬直的回収量 zg

t

を足した供給可能量から需要変動 ϵr
t をひいた変数であ

る．すなわち sm
t は外生的な要因による供給可能量を

表す．式 (15)から得られる期末在庫量の最適解を Im∗
t

とおくと，販売市場における問屋の均衡販売価格 prm∗
t

は，

prm∗
t =

2c1{d0 − d1(Im
t−1 − Im∗

t ) − d1
2 zg

t + d1ϵ
r
t}

2c1 + d1

(18)

となる．このとき，均衡買入れ価格 pgm∗
t は，

pgm∗
t =

c1{d0 − d1(Im
t−1 − Im∗

t ) − (c1 + d1)z
g
t + d1ϵ

r
t}

2c1 + d1

(19)

このとき均衡販売量 Y r∗
t は，

Y m∗
t =

d0 + 2c1(Im
t−1 − Im∗

t ) + c1z
g
t + d1ϵ

r
t

2c1 + d1
(20)

となる．式 (14)の在庫量 Im
t を Im∗

t で置き換えたとき

と，式 (20)を比較するとわかるように，総回収量と販
売量との違いは，硬直的回収量，需要変動によって決ま

るのではなく，在庫量変化 (Im∗
t − Im

t−1)に対する反応
の違いによって生じることがわかる．具体的には，総回

収量と販売量の在庫量変化に対する反応は，それぞれ

∂Xm∗
t

∂∆Im∗
t

=
1

1 +
2c1

d1

(21)

∂Y m∗
t

∂∆Im∗
t

= −
1

1 +
d1

2c1

(22)

ただし，

∆Im∗
t ≡ Im∗

t − Im∗
t−1 (23)

4



となる．式 (21)から回収費用 c1が大きくなるほど，在

庫量変化 ∆Im∗
t に対する総回収量の変化は小さくなる

ことがわかる．また総回収量の変化は需要関数の傾き

d1からも影響を受けており，d1が大きくなり，販売量

に対して販売価格が変化しやすくなるほど，在庫量変化

に対する総回収量の変化も大きくなる．一方，式 (22)
より，需要関数の傾きが大きくなるほど，絶対値でみ

たときの販売量の変化は小さくなり，回収費用が大き

くなるほど販売量の変化は大きくなる．これは回収費

用が大きくなるほど自発的回収量の調整にかかる費用

が大きくなり販売量の方が相対的に調整しやすくなる

ためである．逆に回収費用が小さければ販売量よりも

自発的回収量を調整する．

次に，買入れ量と販売量との変動の違いを見るため，

式 (20)の分散との差をとると，

Var(Y m∗
t ) − Var(Xm∗

t )

=
1

2c1 + d1

{
(2c1 − d1)Var(∆Im∗

t )

−2c1Cov(∆Im∗
t , zg

t ) − 2d1Cov(∆Im∗
t , ϵr

t )
}

(24)

したがって，買入れ量が販売量よりも変動が大きくな

る条件は，

c1Cov(∆Im∗
t , zg

t ) + d1Cov(∆Im∗
t , ϵr

t )

Var(∆Im∗
t )

> c1 −
d1

2
(25)

となる．ここで，使用済み製品のマテリアルフローにお

いて下流側にある販売市場に生じた変動が，上流側の

買入れ市場に伝播する条件を考える．硬直的回収量が

なく (ϵg
t = 0)，需要変動のみがあった場合，式 (25)は，

Cov(∆Im∗
t , ϵr

t )

Var(∆Im∗
t )

>
c1

d1
−

1

2
(26)

となり，需要変動に対する期末在庫量の性質がわかれ

ば総回収量と販売量のどちらが変動しやすいか判明す

る．式 (15)から最適な期末在庫量 Im∗
t の解析解を導出

することは一般に困難であることから，本研究では数

値的に最適解を導出する．

3. 直接回収システムの定式化

(1) モデルの枠組み

直接回収システムにおいては問屋のみが代表的一社

だけ存在し，自らが使用済み製品の回収，リサイクル

企業への販売を行う．直接回収システムにおける回収

費用，在庫費用，リサイクル企業の需要関数および硬

直的回収量，需要変動に関するパラメータは市場回収

システムの場合と同様の値を仮定する．これは直接回

収システムにおける総回収量，販売量，販売価格，期

末在庫量と市場回収システムにおける，それらの変数

との比較を行うためである．直接回収システムにおい

ても前章と同様に販売市場における競争的市場を考え，

問屋に価格支配力はないとする．具体的に，t期におい

て期初在庫量，硬直的回収量 zg
t および販売価格 pr

t を

与件とし，使用済み製品の自発的回収量 xd
t，期末在庫

量 Id
t を決める．ただし，前章の市場回収システムと区

別するため直接回収システムにおける変数は添字 dを

用いる．

(2) 問屋の行動

直接回収システムにおける問屋は，割引現在価値に換

算された期待利潤を将来の無限期間に渡って合計した

ものを最大化するように，各期の自発的回収量 xd
t，期

末在庫量 Id
t を決めるとし，次の最適化問題 [D-W]とし

て定式化する．

V (prd
t , Id

t−1, z
g
t ) =

max
xd

t ,Id
t

Et

∞∑
τ=t

βτ−t{prd
τ Y d

τ −
1

2
(xd

τ )2 − cId
τ ) (27)

subject to

Y d
t = Id

t−1 + Xd(xd
t , z

g
t ) − Id

t (28)

Xd
t ≡ xgd

t + zgd
t (29)

Id
t ≥ 0 (30)

式 (27)より，第１項が販売市場における使用済み製品
の販売による収益，第２項目が回収費用であり自発的

回収量 xd
t にのみかかるとする．第３項目は期末在庫量

の保持にかかる費用である．式 (28)は，t期における

問屋の期末在庫 1量を決めることによって，販売量が
決まることを示している．式 (29)は，t期の総回収量

Xg(xd
t , z

g
t )が，自発的回収量と硬直的回収量によって

決定することを示す．式 (30)は期末在庫量の非負制約
である．

　最適化問題 [D-W]における自発的回収量 xd
t に関す

る一階条件より，総回収量は，

Xc
t =

prd
t

c1
+ zd

t (31)

となる．式 (31)より，総回収量は販売価格，硬直的回
収量の増大に伴い増加するが，回収費用の増大に伴い

減少することがわかる．ここで式 (12),(28)を式 (31)に
代入し，prd

t について整理すると，

prd
t =

c1{d0 − d1(sc
t − Ic

t )}
c1 + d1

(32)

ただし，

sd
t ≡ Id

t−1 + zg
t − ϵr

t (33)

である．sd
t は t期の期初在庫量に硬直的供給量を足し

たものから需要変動を引いたものとして定義され，t期

に外生的な供給可能量である．式 (33)から，期初在庫
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量，硬直的回収量が大きいほど販売価格は小さくなる

ことがわかる．

次に最適化問題 [D-W]の期末在庫量 Ic
t に関する一

階条件式より，prd
t > βEt[prd

t+1] − c if Id
t = 0

prd
t = βEt[prd

t+1] − c if Id
t > 0

(34)

が導ける．式 (34)は，使用済み製品を次期に持ち越し
たときに得られる期待販売価格から在庫費用を引いた

値が，現在の販売価格よりも低ければ当該期に期末在

庫は保持しないことを意味している．ここで式 (31)を
式 (34)に代入して整理すると，Ad > sd

t − Id
t − βEt[sd

t+1 − Id
t+1] if Id

t = 0

Ad = sd
t − Id

t − βEt[sd
t+1 − Id

t+1] if Id
t > 0

(35)

ただし，

Ad ≡ (1 − β)
d0

d1
+ (

1
d1

+
1
c1

)c (36)

が導ける．式 (35)は期末在庫量 Id
t に関する相補性問題

となっている．市場回収システムのときと同様に，式

(35)から解析解を導くことは一般に困難である．ここ
では式 (35)から得られる最適な期末在庫量を Ic∗

t とお

くと，式 (31),(32)から，最適な総回収量Xd∗
t は，

Xd∗
t =

d0 − d1(Id
t−1 − Id∗

t ) + c1z
g
t + d1ϵ

r
t

c1 + d1
(37)

となる．式 (28)に式 (37)を代入すると，最適な販売量
Xc∗

t は，

Y d∗
t =

d0 + c1(Id
t−1 − Id∗

t ) + c1z
g
t + d1ϵ

r
t

c1 + d1
(38)

となる．式 (37)，式 (38)から，総回収量と販売量との
違いは在庫量変化 (Id

t−1 − Id∗
t )に対する反応の違いに

よって決まることがわかる．具体的には，

∂Xd∗
t

∂∆Id∗
t

=
1

1 +
c1

d1

(39)

∂Y d∗
t

∂∆Id∗
t

= −
1

1 +
c1

d1

(40)

ただし，

∆Id∗
t ≡ Id∗

t − Id∗
t−1 (41)

となる．式 (39)から回収費用が小さく，販売市場にお
ける需要関数の傾きが大きくなるほど在庫量変化に対

する販売量の変化は大きくなる．以上から，硬直的回

収量，需要変動に関する直接回収システムにおける総

回収量，販売量および販売価格の性質を明らかにした．

次章以降で，これらの確率的な変動に対する在庫の性

表–1 数値計算の設定

パラメータ 値

c1 1.0
µ 10.0
σg 2.0
σr 0

パラメータ 値

d0 100
d1 1.0
β 0.98
c 0.1

質を明らかにすることによって，回収システムの違い

による市場で生じる変動の違いを明らかにしていく．

4. 硬直的回収量，需要変動に対する総回収
量，販売量の反応

(1) 数値解析方法

無限期間における動的計画法の解法としてよく用いら

れる手法に Collocation法がある6)．この方法は t期の

最適解を決めるときに t + 1期の関数形が未知である期
待販売価格などの変数に対して Spline補間法やチェビ
シェフの多項式補間法を適用し，均衡条件式を満たすよ

うに未知の関数形を近似させる手法である．本研究では，

式 (11)と式 (35)に対して Collocation法を適用し，そ
れぞれの回収システムにおける最適な期末在庫量を導出

する．本研究では，状態変数 sgm
t または sgd

t に対する最

適な在庫方策の関数形が未知であるため，式 (11)，(35)
のそれぞれの右辺の期待オペレータEt[sm

t+1−Im
t+1]，ま

たは Et[sd
t+1 − Id

t+1]を Collocation法によって近似し，
状態変数に対する最適な期末在庫量を導出する．また，

需要変動と硬直的回収量の変動は正規分布に従う場合

を考える．

　

(2) 最適在庫方策，総回収量，販売量の比較

はじめに需要変動がなく硬直的回収量にのみ変動が

あるとしたときに（σr = 0），期初の在庫量と硬直的
回収量に対する期末在庫量の最適方策を明らかにする．

図–3は表–1の数値設定の下での市場回収システムにつ

いて，横軸に硬直的回収量 ϵz
t と期初在庫量 It−1 をと

り，縦軸に期末在庫量 Itをとったものである．図–3中

の黒いメッシュは市場回収システム，青いメッシュは

直接回収システムの最適在庫方策を表している．この

図から，市場回収システム，直接回収システムともに，

硬直的回収量，期初在庫量が多いほど，期末在庫量は

多くなることが最適在庫方策であることがわかる．ま

た２つの回収システムにおける最適在庫方策は硬直的

回収量の期待値周辺 (ϵz
t = Et[ϵz

t ] = 0)で交差している．
これは硬直的回収量が期待値よりも大きくなった場合

（ϵz
t > 0），同じ硬直的回収量と期初在庫量に対して直
接回収システムの方がより多くの期末在庫量を持つこ

6



図–3 ２つの回収システムにおける最適在庫方策
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図–4 ２つの回収システムにおける総回収量
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とを意味する．逆に，硬直的回収量が期待値よりも少

ない場合（ϵz
t < 0）には，同じ硬直的回収量と期初在庫

量の値に関して，市場回収システムの方が在庫を持ち

やすい．

表–1の設定の下で，それぞれの回収システムにおけ

る t期の期初在庫量，硬直的回収量と総回収量との関

係を図–4に示す．図–4中の黒いメッシュは市場回収シ

ステム，青いメッシュは直接回収システムにおける最

適な総回収量を表している．この図から，どちらの回

収システムにおいても硬直的回収量が多いときほど総

回収量は多く，期初在庫量が多いときほど当該期の総

回収量は少なくなることがわかる．また期初在庫量と

硬直的回収量がどのような値でも，直接回収システム

の方がより多くの使用済み製品が回収されていること

がわかる．

a) 硬直的回収量，需要変動に対する総回収量，販売

量の反応

図–5は，表–1の設定の下で需要変動と硬直的回収量

の変動の分散 (σr, σg)を，それぞれ０から２の範囲で変

図–5 硬直的回収量，需要変動の大きさと総回収量の標準偏
差との関係

　

化させ，合計で２５個のσr, σgの組み合わせ（[σg σr] =
[0 0], [0 0.5], [0 1.0], ..., [2.0 1.5], [2.0 2.0]）のそれぞれ
について，300期のシミュレーションを 3000回行った
ときの総回収量（硬直的回収量と自発的回収量の合計）

を示している．各シミュレーションについて総回収量の

標準偏差を算出し，その平均値をとったものを図–5の

標準偏差として示している．ただし算出したシミュレー

ションの平均値が初期値に依存して変わることを防ぐ

ため，101 期から 300期までのデータを使用して総回
収量の標準偏差を算出している．

図–5から，需要変動と硬直的回収量の分散が大きく

なるほど，総回収量の変動も大きくなることが確認で

きる．また，需要変動と硬直的回収量の分散が同じ場合

には，市場回収システムよりも直接回収システムの総

回収量の方が，より大きく変動していることがわかる．

(3) 回収業者が回収システムにもたらす影響

市場回収システムにおいては，回収業者が回収を専

門に行っているため，直接回収システムよりも回収費

用は安いことが考えられる．図–6は，直接回収システ

ムと市場回収システムにおける回収費用の比率 cm
1 /cd

1，

需要関数の傾きと総回収量の平均値との関係を示した

ものである．ただし，図–5と同様に 300期 3000回の
シミュレーション行い，それぞれのシミュレーションに

おける総回収量の平均値を平均した値を表示している．

ここでは表–1の設定の下で直接回収システムの回収費

用を固定し（cd
1 = 1.0），市場回収システムの回収費用

を 0から 1の範囲 (0 ≤ cm
1 ≤ 1)で変えたものを需要関

数の傾き d1 の大きさごとに示している．図–6から直

接回収システムに対して市場回収システムの回収費用

が小さい場合，市場回収システムにおいてより多くの

総回収量が達成される．このとき,直接回収システムよ

7



図–6 費用比率，需要関数の傾きと総回収量の関係
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図–7 費用比率，需要関数の傾きと総回収量の標準偏差の関係
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りも市場回収システムにおける総回収量の変動は小さ

く，より安定した回収がなされていることが確認でき

る（図–7）．すなわち，回収業者が専門的に回収を行

うことによって，問屋が回収を行うときよりも回収費

用が小さくてすむ場合は，市場回収システムによって

安定し，より多くの総回収量を達成できるといえる．

5. 結論

本研究では市場を通じて使用済み製品の回収を行う

市場回収システムと，問屋が直接回収する直接回収シ

ステムの性質の違いを明らかにした．特に，市場や問

屋の意志によって自由に調整することができない硬直

的回収量の外生的な変動に着目することによって，

(a) 硬直的回収量が多い場合は直接回収システムの方
が在庫を持ちやすく，少ない場合は市場回収シス

テムの方が在庫を持ちやすい．

(b) 市場回収システムよりも直接回収システムの方が，
需要変動や，硬直的回収量の変動に対して総回収

量が大きく変動する傾向にある．

(c) 問屋よりも回収業者の方が低コストで回収できる
場合に，市場回収システムの方がより多く，かつ

硬直的回収量の変動に対して，より安定した総回

収量が達成できる可能性ある．

の３点が明らかになった．
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